
0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

昭和３８年度 昭和４８年度 昭和５８年度 平成５年度 平成１５年度 平成２５年度

（億円） 歳出総額と市税等の歳入の推移（一般会計決算）

歳出総額

自主財源（市税含む）

市税

参考資料４



3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

昭和３８年度 昭和４８年度 昭和５８年度 平成５年度 平成１５年度 平成２５年度 令和５年度

（人）

職員数と旧県費教職員数の推移
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最大値（昭和４２年）

１２，９７１人

最小値（令和５年）

７，１４４人



政策的な

経費

約５５０億円

〇市政変革の目標である「次世代投資枠」Ａ億円/年（令和５年度当初予算ベース：約１０５億円）は、

令和５年度当初予算のケースにあてはめた場合、約６，１００億円の予算のうち、義務的経費や職員給等を除いた

政策的な経費の枠である約５５０億円の中に確保しようとするもの。

〇少子高齢化に伴う福祉・医療関係経費の伸び、今後も続くと見込まれている物価高等を踏まえると、

政策的な経費に充てることのできる経費は圧迫されている状況。

こうした状況の下であっても「次世代投資枠」の確保を図ろうとするもの。
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補足資料

施設維持

約２００億円

職員給

約１，０００億円

全額財源あり

（融資等）

約５５０億円

内部管理経費

約５０億円

義務的経費

（債務負担、扶助費等）

約３，１００億円

投資的経費※

約６２０億円

Ｒ５一般会計予算 約６，１００億円

北九州市の予算構造イメージ図（令和５年度予算ベース）

圧迫

圧迫

経常的に必要となる経費

※ 投資的経費は別途６２０億円の上限あり


